


















Factors Leading to Current Wars and the Way 
to Perfect Abolishment of Armed Conflict in the World
HATTORI Masaki　
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　There are many factors causing wars in the present world. Of these, one is regional 
hegemonic aspiration. A second is the demand generated from religious beliefs. The 
third are political policies based on nationalism. And the fourth is acquirement of 
territory privileges to benefit interests.
　It is important to avoid these factors in order to realize permanent peace. In the age 
of globalization this is possible by establishing a world organization by abolishing some 
parts of national roles and sovereignty.
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　2005年の時点で約 ３ 万7,000人のアメリカ兵が日本に駐留していた。2014年 ９ 月の時点
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で，約 ５ 万2,500人になっている。2014年の時点でアメリカは海外に587 ヶ所の基地を持っ





















































































































































































































































































































　利権には次のようなものがある。 １ ．国境， ２ ．石油， ３ ．地下資源， ４ ．海域，漁業







































































































































　各国の軍事費は，2007年～ 2016年の平均で， １ 位アメリカ6,100億ドル（約67兆2,000億
円ほど）， ２ 位中国2,150億ドル， ３ 位ロシア692億ドル， ４ 位サウジアラビア637億ドル，
５ 位インド559億ドル， ６ 位フランス557億ドル， ７ 位イギリス483億ドル， ８ 位日本461億
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ドル， ９ 位ドイツ411億ドル，10位韓国367億ドル，となっている。 １ 位から10位までの合
計が，12,427億ドル，約137兆円ほどである。
（ ２）紛争の原因の解決の原則
　現在の世界は国家間の紛争に取り囲まれている。世界の国々が対立している事項を検討
し調整と解決の原則を世界軍事機構規約の中で明示しておく必要がある。紛争解決のため
の第一段階は，世界の紛争の処理方法を新たな枠組みで見出すことである。その方法を世
界軍事機構規約として明確化する必要がある。紛争が可決されて初めて世界軍事機構への
加盟が可能になる。
　①国境問題の妥結の原則，②民族自決の願望を国家形成につなげる平和の方法の提示，
③利害調整の原則，④宗教的和解と寛容の原則，⑤覇権主義的発想の自重と調整，などで
ある。これらの事項の解決の原則を世界軍事機構の規約の中に明確にしておく必要がある。
　その規約の原則は，次のような形になると考えられる。
【領土問題解決の原則】
　第一に，領土問題の紛争解決方法である。領土問題の紛争は絶えず武力を行使するか，
武力行使の可能性を背景にするかして行われてきた。世界軍事機構ができた時に，領土問
題の解決の方法には，二つの道がある。一つは，当事国が法施行・行政施行を共同で行う
内容の協定を結ぶことである。もう一つの方法は，新たな境界線を設けることである。市
民社会は，大きな力を持つと国境の意味は薄くなる。しかし，国家が利権を行使すること
が強く望まれていることがある。代表的な利権は，石油，石炭，レアメタル，メタンハイ
ドレード，漁業権，木材などの資源に基づく利権である。利権は国家に限定せず，所有権
を国際機関である世界軍事機構に帰属させるのが一つの方法である。
　領土問題は，海洋においてはより不安定である。境界線が明確化しにくい。海に人は棲
んでいない。魚が棲んでいる。国境や所有権は近代社会の産物であって，必ずあるもので
はない。海洋においては公海ということでいい部分も多い。それを領海にしようとすると
ころに紛争が発生する。南沙諸島，尖閣列島は最たる例である。
　かつて土地は，common landとか，入会地といった人々の共有という側面を持っていた。
河川に所有権がないがごとく，海にも所有権がない。漁業権や利権に結びついて権限を海
に適用しようとするのが現状であり，それが国際紛争と戦争の原因に発展させる。そのよ
うな所有権と領海の論理を，世界共通の土台に作り替え，共有の原則を確立するという作
業に入るべきである。
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【民族自決に基づく国家建設の方法】
　第二に，民族自決ということはすでに時代の主要関心事ではなくなっている。しかし，
チェチェンやチベットなど多くの地域で民族のための新しい国家を作りたいという希望は
存在する。それを軍事的クーデターや，国家による抑え込みなど，軍事紛争の原因になっ
ている。民族主義的要望は，世界軍事機構の規定では，軍事的・武力的手段によることは
禁止されることになる。しかし，民族自決はその要望がある限り認められる必要がある。
そのためには，まず，NPOによる臨時政府もしくは政府設立準備委員会を作るという平
和な方法によらなければならない。
　その上で，準備委員会は，国家の組織構成を示し，国家政策を立案しなければならない。
その立案の中には国家ができた時のその国の憲法案を作成することも要件となる。そして
次の段階で，その地域の住民のある程度の人数の賛同を得る。さらに，既存政治勢力があ
る場合，その勢力の意見を求めるための公開も必要である。これらの三つの文書を世界軍
事機構に提出し，独立の審査を受けることとなる。
【世界軍事機構の国家間の利害調整原則】
　第三の国家間の調整の原則は利害調整に関するものである。世界軍事機構規約では原則
を確定し，世界軍事機構の紛争解決委員会がその処理を行う。この規約は，第一に，世界
軍事機構加盟国間のもの。第二に，世界軍事機構加盟国とその他の地域での調整によるも
のに分けることができる。世界軍事機構は圧倒的な軍事力を持つのでその規約を非加盟国
は裁定に従わなくてはならない。非加盟国がその裁定に違反する場合，世界軍事機構は，
軍事力を行使して強制することとなる。
　利害調整の原則は，不条理な主張は世界軍事機構の調査委員会によって排除される。そ
の上で，世界軍事機構の調査委員会の裁定で，当事国の双方に利権を認めること，その地
域の所有権を尊重すること，などの解決方法が提示されることになる。
【宗教的寛容の原則】
　宗教的使命感から戦争を誘発することは過去の歴史に数多くみられるし，現在も進行中
の紛争は，今後，紛争につながる可能性がみられる主張などがある。
　イスラエルとイスラム圏のアラブ諸国との間での度重なる戦争は，世界軍事機構ができ
ることで，根本的な解決が期待できる。宗教的寛容と共存が原則的に認められなくてはな
らない。武力が排除されることで，信仰は信仰として純化されるし，人々の精神は寛容を
重視する市民社会的モラルが広がってゆくものと思える。
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【覇権主義は国家的なものから経済的なものになる】
　覇権主義は最大の戦争の危険性を含んでいる。世界戦争の可能性である。前章で述べた
ところは現在の世界の脅威であった。中国，ロシア，アメリカといくつかのイスラム国に
見られる脅威である。しかし，世界軍事機構が実現する時，覇権主義は軍事的な手段を取
れなくなるので，経済的活動や国家間の協定が中心になる。現在の覇権主義は将来の世界
戦争の原因になりえるが，その時には人類の滅亡の道でしかない。その反対の道を進む時，
国家は覇権主義的である必要はないし，覇権主義的な活動をしようとする時は，経済的に
のみ可能となる。
　世界軍事機構を実現することの意図としては，世界の覇権主義の危険性を十分認識して
おく必要がある。世界戦争，核兵器の使用などが関連した考察事項である。
（ ３）国家の新しい形と役割
　国家主権を二つに分断させよう。世界軍事機構と国家の二つである。戦争をする権利，
武器を装備する権利は国家の存亡にかかわるものであった。この国家主権の中枢をなす権
限を，国家は放棄して，世界軍事機構に移譲するのである。その時が到来しようとしてい
る。グローバル市民社会の形成と事態があり，今，このことが必要な時を迎えている。戦
争と紛争を回避するか，回避できず人類が滅亡するか，の二者択一の時である。
　戦争に関する国家の機能以外は，今の段階では，国家に残しておいた方がいい。社会保障・
医療行政，教育行政，経済政策，税金と財政などである。しかしいずれもますます，国際
調整が必要になってくる。国家からの世界軍事機構への軍隊・兵器の移譲がなされた上で，
国家から独立した機構を構築しなければ戦争廃絶には至らない。現在の国連に見られるよ
うに，強い国家や国家の数に動かされて様々な矛盾が生じる。その意味で国際連合は，極
度の不効率に陥っている。
　国家原理のうち，軍事機能部分と外交権の軍事にかかわる部分を国家原理から除外する
ということが，国家の主権の一部放棄の内容である。あとの国家機能は，自然の流れ，歴
史の推移にゆだねればいい。
【国家は決して世界軍事機構を選択しない】
　現在，国家を作っているものは，第一に安全保障である。そのために今ある体制を延長
させようとする。国家が力を最終的に行使できるのは，軍事力であり戦争であり，それが
領土を守り国民を守るものであると，国家を構成する多くの人が考える。
　多くの国で世界軍事機構を党の方針として取り入れる政治勢力が作られる必要がある。
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ほとんどの国の国民は90％以上が戦争を無くすことを望むはずだから，それに基づいた政
権の構築は可能である。国家の政権を，戦争を無くすことを望む市民の集まった政権に移
行させることで，世界軍事機構への道が開くことができる。
　新しい政府を作るためには，国家の役割が根本から変わるので，国民は世界軍事機構を
ある程度，理解する必要がある。そして政権を作るためには，同時にその政権を建てる基
本政策を示しておくことが必要である。しかし，差し当たって重要なことは，軍事産業の
利益のための政権ではなく，世界平和を実現することを目標とした政権が現在の政権に
とって代わるということである。この政権の基本方針としては，軍事産業と国家のきずな
を断ち切り，政権が軍事産業を世界軍事機構の必要に応じて，活用するということになる。
　ある国家がその軍隊を世界軍事機構に移すとすると，その国家の安全保障はどのように
護られるのか，という不安が生じる。世界軍事機構ができる時，この機構がどの国の軍事
力をはるかに凌駕する圧倒的な軍事力を持っている必要がある。世界軍事機構への参加国
の安全保障は世界軍事機構が完全に確保するということがまず必要な要件である。
　我々に必要なことは，複雑な事態を捨象し，戦争廃絶と一点をみつめ，グローバル市民
社会の形成という基礎的世界の動向を見据えることで，世界軍事機構への道に沿った今後
の進路図を明示することである。
（ ４）国家の政策
　新しい国家の政策は，それぞれの国が作る。市民社会と人倫がその原理となる。教育行
政も国の発展にとって欠くべからざるものである。同時に経済はグローバル化し，国家を
超えた経済活動やその他の行政上の協力関係，国際組織による経済投資や関税規制は骨格
の政府が決定する。
【温存すべき国家の機能】
　国家の役割が薄くなっていくいっぽうで，他方，国家の役割で温存すべきものがある。
一言で，「人倫性」と表現できる。近代社会で「人倫」と「市民社会」は対立概念であった。ヘー
ゲルは，市民社会の原理は「欲求の体系」であり，「人倫の解体」をもたらすものと捉えた。
テンニエスの「ゲマインシャフト」と「ゲゼルシャフト」という概念の中に，テンニエス
は，社会の二つの要素のそれぞれの場所を見出そうとした。しかし，時代の傾向は，ゲマ
インシャフトの衰退であることは否めない。
　2017年は，ポピュリズムの名のもとに保守主義が台頭した時代であった。グローバリズ
ムの広がる中で，民族性，人倫，文化などを尊重したいという考え方である。アンチグロー
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バリズムの広がりが，先進諸国に発生した。直接の関心は，難民や移民の移動，国際的な
労働力移動が招いている。社会の風紀，秩序，文化などの伝統社会が失われることに対す
る反発であった。人間の幸福は，本来の自分の環境にいることで得られる。第一は，「自
然」を守ることは幸せの原点である。そして次に幸せは，「文化環境」を持つことである。
文化が文明によって破壊されることが近代の不幸であった。文化は生産に根差した知恵で
あり，文明は他人が作ったものを購買することで手に入るものである。自然と文化という
本源的な自然と絶えず思想は結びつく。
　国益は外交の目的であるが，それを前面に出すと，反発を招く時代に突入している。ト
ランプ大統領が「アメリカファースト」を唱える時，グローバリズムを尊重するドイツの
メルケル首相，フランスのマクロン大統領など，ヨーロッパ諸国の中から批判の声が上がっ
た。厳密にいえば，国益を最優先とする外交の時代は終わろうとしているといっていい。
トランプ大統領の見識は，最後のアナクロイズムである。
【国家主義からの離脱】
　グローバルゼーションとともに，国家原理が薄らいでゆく時代に突入している。しかし，
国家原理は社会の基本であり続けている。時として，グローバリズムは国家主義への回帰，
民族主義の復活を呼び戻す。言語的価値，伝統の価値，文化的価値への復興が望まれる。
かつて，近代社会の原理は文化的には「啓蒙主義」という形で世界の思想と哲学を導いた。
それは同時に「ロマン主義」という民族精神の復活を望む思潮となった。啓蒙主義は近代
のほとんどの哲学者思想家が求めたもの，尊重したものであった。ヴォルテール，カント，
ディドロの名前を挙げるだけで十分ではないだろうか。一方のロマン主義は，グリム兄弟
とノヴァーリスを上げれば，内容の想像がつく。
【人倫の重要性】
　現在と未来では，国家のイデオロギー性は，人倫の尊重として機能する。近代社会，民
主主義などは人倫という社会集団と対立する場合が多い。では，なぜ人倫が大切なのであ
ろうか。国家が人倫的原理を生かしてゆくには，どのような政策が可能であろうか。
　日本人が，日本人同士で暮らす。親族が寄り添って暮らす。家族は，人々に平穏と生き
る場所の価値を与える。しかし，時としてそれらは煩わしくなることがある。個人の意思
は権威ある父親の威光と対立することがある。人倫により職業の選択が阻害される。近代
人が共同体の人倫的規範に縛られる。人倫は情緒的共同体であるので，愛に包まれた生活
を過ごすことができる。
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　近代の登場とともに，人間は人間に向かって解放された。そこにルネサンスの意味もあっ
た。元禄文化は，町人の世界に入ることで人倫から抜け出た解放感を伴うものであった。
自由奔放な生き方はいい。しかしその裏面に，寂しさが共存する。
　人倫を生かす国家政策がある。農地を守る。コモンランド（入会地）を確保する。所有
の絶対性と違った経済領域を尊重する，といった政策も人間性を持つ環境を作る一つの方
法である。
（ ５）国連とNATOの世界軍事機構への移行
（ １ ）国連軍とNATO
　現在，国家を超えた軍事的機構が存在する。国連軍とNATO軍である。しかし，国連
もNATOも世界組織ではなく，軍事同盟であるということが本質である。その実態は各
国の軍隊である。NATOも国連も，いずれも国家を前提とした組織であり，超国家的な
組織とはいえない。国連憲章の51条の集団的自衛権が本質的な事柄であり，NATOは国
連憲章のこの条項に基づいて作られている。国連の発展の上に世界平和は望めるかどうか，
ということは，国連が軍事同盟ということからして不可能なのである。国家を超えた軍事
的機関というものに国連を移行させる必要がある。むしろ国連やNATOを解体・再編し，
世界組織へ組み込むことが必要となる。そのことによって，完全な世界の平和につなぐこ
とができるものと考えられる。
【国際連合と世界軍事機構】
　世界の平和維持システムは，最初のものが「常設仲裁裁判所」システムである。1899年
の「第一回ハーグ平和会議」，1907年の「第二回ハーグ平和会議」により構築された「常
設仲裁裁判所」のシステムである。これはほとんど効果がなかった。国家間の紛争は，法
を超えた権力のものであるのに，それを法レベルで解決しようということ自体に事実認識
の錯誤がある。
　第二期のものは，国際連盟である。第一次大戦終結から26年間存続した。第二次世界大
戦が勃発したことで，国際連盟は失敗であったということができる。国家を前提としては，
国際紛争，国家間の戦争を防止することはできないのである。
【国連憲章の欠陥】
　国連は構成員が国家である。国家主権という概念に基づいている。総会の議決は国家が
単位になっている。国連はもともと，大国の意見が一致し，小国がそれに追随するという
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ことが前提されていた。しかし，現実は冷戦の中で成立したので，この同盟の中に対立が
存在することになった。特にソビエト連邦と中国である。第二次世界大戦での共闘は，反
枢軸国で利害が共通した。それが連合国を作っていた。しかし，戦争が終わって，国際連
合が成立すると，連合軍はもはや意味を失い，国際的な利害関係の中で自国の利害に有利
に運ぶということが，各国の目的となる。特に社会主義体制と資本主義体制の世界の体制
をめぐる問題が中心課題となる。アメリカ，イギリス，フランスの，最大の関心は資本主
義体制を維持することであった。
【冷戦体制と国際連合】
　国連は国家主権を絶対的なものとして成立した。国連の構成員は「主権国家」である。
国家は自国の利害を行使するために軍隊を使うことがある。戦争に訴える前に外交を通じ
て解決を図り，解決しない時武力に訴え，戦争に至る。国連は，外交の場となったという
ことがいえる。それまで国家対国家の交渉にルールが成立したということになる。しかし，
安保理への提訴に見られるように，必ずしも和解が実現できるわけではないが，武力によ
る侵略という側面は避けることができる場合もあった。かつてシリア・レバノンの訴えに
よって，イギリス軍とフランス軍の撤退が実現した。小国の利害が国連での議論によって
獲得できることもあった。
【国連は戦争を廃棄することはできない】
　戦後，国連は世界平和を唱って結成された。もちろん，戦争を防ぎ平和を実現すること
を目的として創設されている。国連はもともと，第二次世界大戦時の連合軍のことであっ
たので，別の言い方をすれば連合軍による世界統治の軍事同盟ということもできる。国連
は，軍事同盟であるので，加盟国の軍事力を前提としている。戦争を否定しないし，軍備
も否定しないので，戦争を回避することもできない。
　国連が世界軍事機構に移行するという方向を考えると，これは自己矛盾である。国連を
構成するのは国家であるので，国連は国家の連合機関なのである。したがって，いかなる
国家も今の各国の政権のままでは，そのような案に賛成することは望めないのではないだ
ろうか。
　国際連合は，いうまでもなく，第二次世界大戦の戦勝国が世界を軍事的に支配するため
の機関である。国際連合はそこから世界を代表する機関として，生まれ変わったであろう
か。多くの国が加盟して，世界的な機関にはなっている。
　国連は， １ ．核を禁止していない。
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　　　　　 ２ ．戦争を否定していない。
　例えば核拡散防止条約は，第二次世界大戦の戦勝国が核を独占する条約であり，それを
見る限り，国連は平和の機関として脱皮することはできないといわざるを得ない。
【国連をいかに世界軍事機構に移行させるか】
　国際連合は安全保障理事会を中心として世界の平和を目指す機構として構築された。世
界の平和を目指しながら紛争と戦争は絶えず起こってきたし，それに国連は対処できな
かった。朝鮮戦争，ベトナム戦争，イラン=イラク戦争，数次にわたる中東戦争，湾岸戦
争をはじめアフリカ諸国や中南米などの多くの紛争を食い止め，平和に導くことはできな
かった。それはあまりにも当然のことである。戦争当事国の最大のものはアメリカであり
国連とアメリカは緊密に重なり合っている。もっと一般的な言い方をすれば，戦争を起こ
しているものは国家であり，国家の軍事同盟は戦争のための機関を超えることはできない
のである。
　NATOは，冷戦を前提としている。国連軍は，第二次世界大戦の戦勝国による世界支
配を前提としている。いずれも，時代的使命を終わろうとしている。グローバル市民社会
の発生ということが現在の根本的な事態であり，戦争を廃棄できる時代が来ているのであ
る。
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